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1-2 広告とデジタルマーケティング

国内インターネット広告市場の動向

石川 真一郎 ●みずほ銀行 産業調査部 調査役

スマートフォン広告、動画広告がインターネット広告市場の成長を牽
引。代理店のデジタル対応組織の設立も相次ぎ、覇権争いも本格化する
なか、デジタルメディア育成への本格的な取り組みが求められる。

　2015年の名目GDP伸び率は2.5％であったも
のの、電通が発表した「2015年（平成27年）の
日本の広告費」によれば、国内総広告費は前年比
0.3％の微増に留まった。世界経済が減速するな
か、ソチオリンピック2014や2014FIFAワールド
カップブラジルなどのイベント効果の反動減、国
内個人消費の伸び悩み等から、テレビ広告費の減
少が大きく影響したものだ。
　そのような状況のなかでも、インターネット広
告費（媒体費および制作費）は1兆1594億円（対
前年比10.2％増）と二桁成長を維持し、総広告費
に占める割合は18.8％まで拡大した。インター
ネット広告費のうち媒体費は9194億円（前年比
11.5％増）であり、特に運用型広告1は6226億円
（前年比21.9％増）と成長を牽引した。枠売り広
告からのシフトもあるが、運用型広告の大部分
を占めている検索連動広告が、スマートフォン広

告（タブレット含む）で大きく伸長した。加えて
DSP等のプラットフォームを活用したプログラマ
ティック取引による運用型ディスプレイ広告や、
ソーシャルメディア、動画ポータルメディアでの
運用型動画広告の増加も、運用型広告伸長の主な
要因である。
　2016年においても、経済産業省の特定サービ
ス産業動態統計調査によると9月までのインター
ネット広告費は前年比16％増にて推移しており、
広告市場全体の伸びを大きく上回るペースで成長
を遂げたと見られる。インターネット広告費は、
今後も引き続き運用型広告の伸びに牽引される形
で広告市場全体を上回る成長を続けると予想され
る。以下に、2016年のインターネット広告関連
の業界動向を振り返りつつ、今後注目すべき点に
ついて見ていきたい。
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資料1-2-1　国内広告市場と媒体別広告の成長率の推移と予測

出典：2015年までの実績値は電通「日本の広告費」。2016年以降はみずほ銀行産業調査部による予測。

資料1-2-2　国内インターネット広告市場（媒体費のみ）の推移と予測

出典：2015年までの実績値は電通「日本の広告費」。2016年以降はみずほ銀行産業調査部による予測。

■スマートフォン広告
　2015年に引き続き、スマートフォン向け広告
が市場全体の成長を牽引した。総務省の平成27

年通信利用動向調査によると、スマートフォンの
普及率は72％（前年比7.8％増）まで拡大、ユー
ザーの端末別利用状況でもスマートフォンの利用
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者は54.3%（前年比7.2％増）と自宅のパソコン
の56.8％（前年比1.6％減）に迫っており、スマー
トフォンの普及、利用増加を背景に広告出稿が増
加したと言える。また、2016年6月にはLINEが
運用型広告を本格的に開始するなどインフィード
広告2は着実に拡大しており、高い視認性を維持
しながらも比較的ユーザー体験を妨げず、テキス
トに加え画像や動画広告も配信できることからブ
ランディング目的の利用も増大した。
　スマートフォン広告においては、iOSでのブラ
ウザーによるクッキー利用の制限や、アプリ利
用が中心となったために、クッキーが有効に使
えず、ユーザーデータの断片化（フラグメンテー
ション）が問題となっていた。解決策としては
FacebookやGoogleなどのユーザーIDを利用し
た決定的（deterministic）データを使用したマッ
チング手法が最も有効であるが、AdTruthなどデ
バイスフィンガープリンティング等により取得し
た確率的（probabilistic）データを利用した統計
的手法もマッチング精度が向上しており、複数の
デバイスをまたぐクロスデバイスターゲティング
も進歩している。カギとなるのはハブとなるデー
タであり、Yahoo!JAPANはユーザーIDをハブと
するべく各サービスのログイン利用を推奨してい
るなど、スマートフォンシフトへの対応に注力し
ている。ほかにも、携帯キャリア会社や共通ポイ
ント運営会社など優良かつ大量のユーザーデータ
を保有する事業者によるフラグメンテーション解
決に向けた取り組みが本格化することが予想さ
れる。
　これに加えて、「ポケモンGO」で注目された
位置情報など、スマートフォンならではの活用可
能なデータも組み合わせることで、より革新的な
ターゲティングが可能になれば、ユーザー体験の
向上によりユーザーのデータ提供に対する抵抗感
が減り、プログラマティック取引へのシフトが加

速して、インターネット広告市場はさらに拡大す
ると考える。

■動画広告
　動画広告の成長もインターネット広告での大き
なトレンドである。従来はYouTube以外に動画
広告を配信できる広告媒体が限られていたが、先
述のとおりスマートフォンにおけるソーシャル
メディア等での動画視聴が根付いたことから、イ
ンフィード広告を中心としたアウトストリーム
広告3が急成長した。まだまだ動画メディアが充
実していない現状においては、アウトストリーム
広告は広告在庫が豊富であり、既存の文字、静止
画広告を置き換える形で成長していくと予想さ
れる。
　成長率は劣るものの、インストリーム広告も堅
調に成長している。2015年10月以降民放キー局
を中心とした無料見逃し配信サービス「TVer」、
LINEによる「LINE LIVE」、サイバーエージェン
トとテレビ朝日による「Abema TV」といった動
画メディアが相次いでサービスを開始した。いず
れもまだ動画広告の販売によるマネタイズを重視
する段階ではなく、メディアとしてのユーザー数
や視聴時間等の基盤の拡充を図っている段階であ
るが、着実にユーザー数を伸ばしており将来の動
画広告の成長が見込まれる。
　現時点ではテレビの一斉同報性による強力な広
告リーチ力には及ばないものの、ユーザーのテレ
ビ離れが着実に進んでおり、特に若年層において
はテレビ広告では効率的にリーチできないとの広
告主からの要望も多い。そのような要望に応える
べく、テレビ広告との連携を意識した動画広告商
品の登場も相次いでいる。その多くは独自の調査
パネルからテレビ広告とインターネット広告の視
聴データを取得・分析し、テレビでは接触できな
いユーザーを分類し、その類似ユーザーに対して
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インターネット動画広告を配信することで統合的
なリーチの実現を目指している。このような動画
広告商品は、個人別視聴データが取れないテレビ
広告の欠点をカバーすることでテレビ広告費のシ
フトの受け皿となることが期待される。　

■アドテクノロジー
　アドテクノロジーに目を向けると、国内では
まだまだ導入初期であるものの、PMP（Private
Market Place）とヘッダービディングに関する話
題に注目が集まっている。
　PMPはインターネット広告在庫を自動取引す
るプログラマティック取引の手法の1つだが、従
来のRTB（Real Time Bidding）4とは異なり入札
に参加できる広告主とメディアを限定したもの
で、資料1-2-3のように在庫保証の有無と価格の
固定性の有無により3種類に分類される。PMPの
利用により、広告主はRTBではカバーしきれな
かった配信先のメディアのコントロールが可能
になり、純広告でしか購入できなかったプレミ
アムメディアの広告在庫を、プログラマティック
においても優先的に確保しやすくなる。プログラ
マティックであるため、純広告ではできなかった
データを利用したターゲティングが可能となり、
「枠」と「人」両方を考慮した広告配信ができる
メリットもある。
　メディアとしても、広告主を選別できることに
より、意図しない広告の表示でメディアイメージ
が傷つくリスクをコントロールすることが可能
である。何よりもRTBに比べて高い価格で広告
枠を販売できるため、特にプレミアムメディアに
とってはメリットが大きい。
　電通は、グーグルとの協業により2015年2月に
電通PMPベータ版をスタートしていたが、2016
年2月には電通PMPに動画広告Premium Video

をリリースし本格的にスタートした。博報堂グ
ループも、2016年5月に生活者DMPが活用でき
るクリエダPMPをリリースしている。これらの
動きは、ビューアビリティーを確保したプレミア
ムメディアでのブランディング広告の発展につな
がるとして注目が集まっている。
　ヘッダービディングについては、主にメディア
側の広告収益増加のソリューションとして語られ
ることが多い。メディアが自社の広告枠を販売す
る際、通常アドサーバーにおいてはCPM5が高い
手法から優先的に買い手を探すウォーターフォー
ル方式であるため、たとえば純広告よりも高単価
で入札したいDSPが存在したとしても、純広告
での単価がフロアープライスを上回っていた場合
は純広告として販売されてしまい逸失利益が生じ
ている。ヘッダービディングは、アドサーバーに
コールする前にSSPで事前に複数の買い手に対し
て同時並行的にオークションをすることで、広告
収益の最大化を図るものである。
　また、多くのメディアがグーグルのアドサー
バーを利用している現状においては、ヘッダービ
ディングはグーグル依存からの脱却といった側
面を持っていると言われており、グーグルもヘッ
ダービディング対策とも言える新機能をテストす
るなど、よりメディアのメリットの拡大に資する
テクノロジーの開発競争が行われている。
　PMPおよびヘッダービディングの導入にはメ
ディアの負担が大きく、日本においてはまだ本格
的な普及に至っていない。しかし、広告主側に比
べてアドテクノロジーの発展が遅れていたメディ
ア側において、広告収益拡大のための有効な手法
が開発されてきており、マネタイズが難しいデジ
タルメディアの発展に向けた土台の整備が進んで
いる。
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資料1-2-3　ディスプレイ広告取引の分類

出典：みずほ銀行産業調査部作成

■デジタル対応専門組織の立ち上げ
　2016年はインターネット広告を含むデジタル
マーケティングを推進するため、広告代理店をは
じめとする各プレーヤーの動きが目立った年で
あった。特に、大手広告代理店は新たにデジタル
専門の子会社を設立し、既存ビジネスから切り離
した形にしてデジタルシフトに対応するための体
制を整備した。4月には博報堂DYデジタルが設
立され、連結子会社であるDACとアイレップも5
月に経営統合した。電通も7月に電通デジタルを
設立し、グループ内のデジタル部隊を再編した。
ADKも9月にマーケティング・コンサルティング
を手掛ける子会社アブソルートワンを設立した。
　海外では、すでにアクセンチュアやデロイト
トーマツなどの経営コンサルティングファーム
が、デジタル広告関係企業の買収によりデジタル
広告代理店のランキングの上位を占めているが、
日本においても4月にアクセンチュアがアイ・エ
ム・ジェイを買収しデジタルマーケティング領域
を強化した。そのほかにも、ファーストパーティ

データの活用を狙う通信キャリアや、プリント媒
体による販促サービスの既存顧客基盤を活用して
デジタルへのサービスシフトを図る印刷会社など
で、デジタル専門部隊や新サービスを立ち上げる
動きが相次ぎ、既存の事業者を含めたデジタル領
域における覇権争いが始まっている。

■インターネット広告の発展のために　
　インターネット広告をはじめとしたデジタル
マーケティングでは、デジタル化、自動化したこ
とによる効率化メリットもあるものの、運用負担
の増加によるデメリットも大きい。データを活用
した効果測定が可能となることから、よりよい結
果を出すために絶えず運用改善を求められてしま
うことに起因するものであるが、これに対して広
告主、代理店（デジタルマーケティング事業者）、
メディアのいずれにおいても専門の人員が不足し
ている状況にある。従来のマーケティングにおい
ては広告代理店が大きな役割を担ってきたことも
あり、広告主やメディアに、デジタル広告運用部
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門の専門人員を増員するなどの負担増加を求める
のは、短期的に考えて現実的ではないだろう。そ
こで解決の方向性として次の2点を挙げたい。
　1つは、複雑かつ非効率となっている広告運用
において、より統合的で熟練者以外にも利用しや
すいプラットフォームを開発し普及させることで
ある。広告代理店と広告主は複数のDSP等のツー
ルを併用しており、効果測定レポートの様式等も
バラバラであるため、かなりの手作業が発生して
いる。効率的な運用を行うには各ツールを提供し
ている広告代理店、アドテクベンダーが連携し、
複数のツールをワンストップで管理できるプラッ
トフォームが求められていると考える。また、運
用に関する高度な知識がない人でも利用できるよ
うなUIを作ることで、インターネット広告に従
事する人材の裾野を広げる必要があろう。そのた
めには、膨大なデータから有効な運用方法を見出
し自動で調整できるようにするべく、AIなどの先
進的なテクノロジーの活用は必須である。
　2つ目は、長期的視野に立ってデジタルメディ
アを育成することである。既存マスメディアに比
べて、デジタルメディアにおけるマネタイズは、

有料モデル、無料広告モデルいずれにおいても難
しい。しかし、短期的な収益を重視するあまり広
告に頼ったメディア運営とならないようにする
べきである。まずはデジタルメディアのユーザー
を増やし、視聴習慣を定着させることを優先する
べきではないだろうか。デジタルメディアのユー
ザーが増加すれば広告主は出稿を増やし、イン
ターネット広告市場が拡大する。そうなれば、広
告主、代理店、メディアいずれにおいても、従事
する人員も増加させることができるであろう。た
とえユーザー体験を妨げずに高い効果をあげる広
告があったとしても、それによりユーザーが増加
することはないということを忘れてはならない。
　集客できるコンテンツを生み出すためには、コ
ンテンツ制作力のある既存メディアが本格的に
デジタルに取り組むことや、新興デジタルメディ
アにおいてもメディアとしてのコンテンツの品
質に関する一定のコミットメントが必要である。
また、広告主側としてもコンテンツマーケティン
グ6を重視することでメディア育成に取り組むな
ど、今後は、さらなる関係者一丸となっての取り
組みが求められよう。

1.運用型広告とは、膨大なデータを処理するプラットフォームによ
り、広告の最適化を自動化もしくは即時的に支援する広告手法
のこと。検索連動広告や一部のアドネットワークが含まれるほ
か、新しく登場してきたDSP／アドエクスチェンジ／SSPによ
るRTBなどが典型例。なお、枠売り広告、タイアップ広告、ア
フィリエイト広告などは含まれない。

2.インフィード広告とは、ソーシャルメディアやキュレーションサ
イトの記事やコンテンツの間に設置される広告で、記事やコン
テンツと一体感のあるデザインやフォーマットで設置されたネ
イティブ広告としての出稿も多い。

3.アウトストリーム広告とは、ウェブサイトの広告枠や記事中に表
示される動画広告であり、動画コンテンツの前・途中・最後等に
挿入されるインストリーム広告以外の動画広告を指す。

4.RTB（Real Time Bidding）とは、広告主側のプラットフォームであ
るDSP（Demand Side Platform）とメディア側のプラットフォー
ムである SSP（Supply Side Platform）がアドエクスチェンジ
等の広告取引市場で入札する仕組み。DMP（Data Management
Platform）のデータを活用したターゲティング配信が可能なた
め、純広告からのシフトに際して「枠から人へ」と言われた。

5.CPMはインターネット広告表示1000回あたりの広告コスト。
6.コンテンツマーケティングは、読者を惹きつけるようなコンテン

ツの制作・発信を行うことで見込み顧客のニーズを育成し購買
に結び付け、最終的にはファンとして定着させることを目指す
マーケティング手法。
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